別添様式１

                                                              平成２４年  月  日      

中小企業振興基本条例普及啓発事業 企画提案書
愛知県知事  大 村 秀 章 殿

                                   （応募者）

                                     所在地
                                     名　称
                                     代表者　　　                     印

中小企業振興基本条例普及啓発事業の業務を受託したいので、次のとおり企画提案書を提出します。

なお、提案にあたり下記事項について誓約します。

記

＜誓約事項＞

１ 提案者は「中小企業振興基本条例普及啓発事業」業務委託先募集要項「５　応募資格」を全て満たしていること。

２ 同募集要項に記載された内容を全て承知の上で提案するものであること。

＜連絡先＞
	所属（部署名）
	

	担当者役職名
	

	担当者氏名
	

	住　所
	

	電　話
	

	ＦＡＸ
	

	E-mail
	


１　提案者の概要

	事業者名
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	現在の事業内容
	

	入札資格参加者名簿の登載状況
（いずれかに○をつけ、営業種目を記してください）
	　登載済み　　（営業種目(中分類・業務名)：　　　　　　　　　　　　）
　申請中　　　（営業種目(中分類・業務名)：　　　　　　　　　　　　）
（　　月　　日申請）


２　事業実施方法
○いずれもできるだけ具体的に記載してください。

（１）本事業の全体方針
○　募集要項が示す事業内容を踏まえ、本事業への全体方針（基本方針、目標、特徴・アピールポイント、全体スケジュールなど）を記載してください。

（２）事業実施体制（組織体制図）及び役割分担

○　総括責任者を置き、その指揮下において事業実施部門等の役割分担のうえ、知識・資格等を持つ実績のある者を充て、円滑かつ柔軟な事業実施体制を記載してください。

○　また、「既雇用・新規雇用」の別、新規雇用予定人数、採用予定期間・時期等も記載してください。

（例）

　　総括責任者・・・・・○○担当　　・・・・・○○担当

　　（既雇用）　　　　　主任担当者名　　　　　（新規雇用　名）

　　　　　　　　　　　　（既雇用）　　　　　　○○担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規雇用　名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規雇用　名）
（３）中小企業団体への訪問啓発について
　　ア　普及啓発の訪問先について
	団体・組織の名称
	会員数
	訪問可能数
	会員範囲
	備考

	（例）

愛知県○○連合会
	100
	11
	県内全域
	○○業種の任意団体で、県内を11地区に分け、各地区支部がある。

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	計　社
	計　　箇所
	
	


①　訪問普及活動の対象とする組織・団体の名称、訪問可能な箇所数等を想定して記載してください。
・　大規模な団体であれば、地区支部等の下部組織単位で、きめ細かく回っていただきますので、訪問可能数はその単位で記載してください。
・　会員範囲については、団体・組織の会員の面的な広がりを、「県内全域」、「三河部」、「尾張部」など、大まかに記載してください。
・　特に、中小企業を構成員とする任意団体等、受託者の独自のルートで開拓できる訪問先等があれば、名称をゴシックで記載し、備考欄に団体概要等を記載してください。
・　なお、実際の業務実施に当たっては、訪問先の候補となる公的団体の名簿等を貸与します。

②　複数班に分けて並列に活動を行うなどの訪問活動の想定スケジュールを記載してください。
イ　普及啓発資料について
○　次の２点の資料の表紙イメージ及び本文レイアウトのイメージをそれぞれについて提案してください。この様式中に縮小サイズで表示するほか、様式中には「別添○のとおり」等と記載して、別葉で添付することも可とします。
①　中小企業の存在意義をＰＲするパンフレット又はリーフレット（イラスト及び統計グラフが主な内容となる想定、完成時Ａ４版縦、冊子型又は2つ折り等リーフレット可）
②　中小企業振興基本条例の啓発冊子（条例内容の模式図等のイラストと条文本文が主な内容となる想定、完成時Ａ４版縦の冊子型）
○　提出数は、①について、表紙1枚＋本文1枚（１ページ）、②について、表紙1枚＋本文1枚（見開き２ページ）とします。
○　普及啓発を行う対象となる「愛知県中小企業振興基本条例」の内容は、以下のURLから閲覧できます。（http://www5.pref.aichi.jp/kofu/2922a.pdf）
○　他府県の同種条例における普及資料が閲覧できるURLを以下に記載しますので、参考としてください。（参考例のレイアウト構成やイラスト等が好ましいという趣旨ではありません。）
・神奈川県の例（http://www.pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/27572.pdf）

・千葉県の例（http://www.pref.chiba.lg.jp/keisei/genkist/jourei/documents/genki-omote.pdf）

（http://www.pref.chiba.lg.jp/keisei/genkist/jourei/documents/genki-naka.pdf）

○　また、行政機関の制度・施策の普及啓発に関する業務を受託し、啓発パンフレット・冊子等のデザインの実績がある場合には、提案資料の作成に代えて、過去の成果品の提出（実物又は画像データを紙出力したものの添付）も可とします。
ウ　その他の自由提案

○　訪問啓発の方法及び普及啓発資料に関する自由提案があれば、記載してください。
（４）ＰＲイベントについて
○　以下の点について、提案者において実現可能な提案を記載してください。
　①イベントの概要

イベントについては、おおむね以下のような内容を想定しており、それを前提として、提案を行ってください。なお、本イベントは、一般県民の中小企業に対する認識を高めることを主眼とするため、一般県民向けの内容として提案してください。
・名古屋市内での開催1回を必須として、可能であれば三河地区でも開催すること
・イベントの構成は、外部講師の講演を含むもの、あるいはシンポジウム形式（基調講演＋パネルディスカッション）を基本とし、中小企業の経済や社会に占める位置や存在意義をＰＲする内容であること

（提案事項）

・イベント名称案、開催地（想定会場：複数開催の提案であれば、複数提案すること）

・イベントの開催時期（他の集客催事との競合に留意して提案すること）

・当日の想定プログラム及び外部講師等の登壇者

　②イベント参加者誘引のための周知・広報
中小企業団体への訪問啓発の機会を活用することの他に、Webサイト、他イベントでのチラシ配布など、イベント参加者誘引のために行うことを記載してください。
（５）その他
○（３）及び（４）に規定のない事項についての提案があれば記載してください。

３　事業費の積算

※所要経費を、既雇用者人件費、新規雇用者人件費、物件費に分けて記入してください。

＜注意事項＞
　○　企画提案の内容に基づく見積額は、契約時に至って同じ条件のもとで、その額を超えることは認めません。また、提案内容等を勘案して決定するため、委託契約額が見積額と同じになるとは限りません。

　○　各経費の積算単価は、原則として各事業者の諸規定によるものとします。

　○　事業費に占める新規雇用失業者の人件費割合は５１．４％以上、新規雇用者は６名以上とすること。

　○　物件費は、事業の実施に必要となるパソコン等機械・機器のレンタル料、消耗品費、資料作成費、旅費その他諸経費を含むものとする。物件費であっても、機械・器具の購入による財産の取得については50万円を超えるものは認められないため、リースあるいはレンタルで対応すること。10日未満のアルバイト賃金等は物件費で整理すること。事業の一部を再委託する場合は、再委託先に支払う経費が明らかになるように記載すること。

【記載例】

（単位：円）

	区　分
	見積額
	積算内訳

	人件費
	既雇用
	○○給与
	
	

	
	
	○○通勤手当
	
	

	
	
	○○法定福利費
	
	

	
	
	○○
	
	

	
	新規雇用
	○○給与
	
	

	
	
	○○通勤手当
	
	

	
	
	○○法定福利費
	
	

	
	
	○○
	
	

	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	物件費


	旅費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	会場費
	
	

	
	機器リース・レンタル料
	
	

	
	講師謝金
	
	

	
	再委託費
	
	

	
	アルバイト賃金
	
	

	
	その他
	
	

	
	一般管理費
	
	

	
	消費税及び地方消費税
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	


４　その他

○　受託事業の一部を再委託する場合、その事業内容、理由、事業費などを具体的に記載してください。
５　添付資料
○　定款又は寄付行為、会社パンフレット、決算報告書（直近２ヵ年）、諸規定（委託費対象経費の積算基礎となるもの）、過去５年以内の催事（参加者数100人～300人程度）の開催実績を添付してください。
